声明文(区政会議について)

大阪維新の会大阪市会議員団

団長　　坂　井　良　和

副団長　　辻　　淳　子

幹事長　美　延　映　夫

一. 大阪維新の会大阪市会議員団は現在大阪市内24区で行われようとしている「区政会議」への出席を拒否します。拒否する理由は以下の通りです。

1. 「区政会議」は条例設置ではなく、区長の定める要綱に基づいています。

従って、各区の区長が自らの区行政の運営及び区において実施される事務事業についてのみ議論の対象とするにすぎません。

区民へのサービスのあり方、例えば、保健・医療・福祉・教育のあり方を根本から議論する会議ではありません。

即ち、「区政会議」は条例の設置でないため、何の決定権限もなく、区民の不満を聞き置くだけの会議としての機能しか持ち合わせていません。

住民自らの意思で区政を決定するという住民自治に全く反します。

このような会議は委員が提案しても何も実現してこないため、出席委員は不満を持ち、政治や行政に対する信頼を損なうものです。

2. 「区政会議」を構成する委員は広く区民から選ばれた人たちではなく、区長が選任する人達です。

従って、「区政会議」は区長の仲間内の会、翼賛会であって、住民の多様な意見を反映する会議にはなり得ません。

区政、市政を厳しく批判する会議にはならず、住民自らの意思で区政をチェックするという住民自治に全く反します。

真の住民自治を実現するためには、住民代表の視点から市政、区政に異を唱えるメンバーによって会議が構成されなければなりません。

会議のメンバーの選出権は住民が持つべきです。ところが今回の区政会議は、区長自らがメンバーの選出権を持つのです。これでは市役所・区役所代表の会議となってしまい、住民代表の会議とはなり得ません。

傍聴者が少ないのは「区政会議」が出来レースにすぎず、住民の期待がないからです。 

3. 「区政会議」では、市会議員は助言者にすぎず、参加しても議論に加わることができません。

市政の一部である区行政についてチェックしなければならない市会議員が区長に対して質疑応答をすることができず、単に会議が円滑に行われるための協力者でしかないという取り扱いは議員に対する市民の失望を招くだけであるどころか、議員全員が市政区政に賛同しているとの誤解も招きかねません。

住民代表たる市会議員は区政会議の構成員ではなく、単なる傍聴者の位置付けとなっています。

市会議員が出席するときには区長に対する質疑応答を許可すべきであり、発言を封じることをすべきではないのです。

そもそも、住民から選ばれたわけではない公務員たる区長が、住民代表である市会議員を集めて自らの行政運営に関する会議を主催するということは大阪市政特有の異常事態です。大阪市政では、この異常事態が当たり前のようになっています。

国の出先機関の長が、国会議員を集めて出先機関運営会議を開く、大阪府の土木事務所所長が地域内の府議会議員を集めて土木事務所運営の会議を開くなどということはあり得ません。

大阪市政においては、市役所の出先機関たる区役所がいつのまにか住民代表たる市会議員よりも主役になってしまいました。今の地方分権の流れに完全に逆行している事態です。

区長、区政会議メンバーは、区民が選挙を通じて自ら選ぶべきです。

二. 大阪維新の会大阪市会議員団は、住民自治に全く反し、地方分権の流れに完全に逆行する区政会議への傍聴を拒否するとともに、区における住民自治のモデルとなる区民による区民のための区民会議を主催し、その差異を明らかにしてまいります。

以上
